
明示された労働条件と就業実態の相違について①

○ 労働条件の明示、及び明示された労働条件と就業実態が異なる場合の対応については、現行においても、各
段階で措置されている。

① ②

 労働条件の明示（職業安定
法第5条の3）

 的確な表示（同法第42条）
 虚偽の条件表示等に対する

罰則（同法第65条第8号）

募集時

 労働条件の明示（労働基準
法第15条第１項）

 職業安定法に基づく大臣指針に
より、以下の点に配慮

①段階

 明示された労働条件が事実と異
なる場合は、即時に労働契約を
解除可能（労働基準法第15条
第２項）

 労働条件の変更には、労使の合
意が必要（労働契約法第8条）

②段階

労働契約締結時 就労実態

 募集時、労働条件を変更す
る可能性があるときは、その
旨を併せて明示する

 明示した労働条件が変更に
なったときは、求職者に対して
速やかに通知する

→ 違反した場合の罰則
（同法第120条第1号）
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明示された労働条件と就業実態の相違について②

事 例 対 応

① 求人票では、基本給20万円となっていたが、入
社後にみなし残業40時間分が入っていることが
わかった。

法に基づく指針等において、求職者に誤解を与え
ることのないよう、基本給、定額的に支払われる手
当等を明示することとしている。（職業安定法第5条
の3、第42条）
また、ハローワークでは、固定残業代について、特

記事項欄に「固定残業代には○時間分の残業手当
を含む。○時間を超えた場合は別途残業手当を払
う」旨を記載するよう指導している。

② 求人票を見て応募したところ、明示されていた
内容とは違う職種を提案された。

明示内容とは違う職種を提案する際には、改めて、
書面による労働条件明示をすることとしている。
特に、ハローワークでは、求人者の提案する職種

が全く異なるものである場合、別の求人として再度
申込みを行うよう求めるといった指導をしている。
（職業安定法第5条の3）

求人実態が無い等、応募した求人の虚偽が確
認された場合。

虚偽表示による労働者の募集として、罰則の対象
となり得る。（職業安定法第65条第8号）

③ 求人票を見て面接に行ったところ、契約の際に、
きちんとした労働条件の明示もないままに口頭
で来て下さいとだけ言われ、働き始めたが、給
料が振り込まれてみて初めて募集時の労働条
件と違うということに気づいた。

労働基準監督署において、労働契約締結時に書
面の交付による労働条件明示がなされていないこと
を確認した場合、是正を図るよう指導している。（違
反した場合は、罰則の対象となり得る。）
（労働基準法第15条第１項、第120条第１号）
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求人票（高卒用）
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求人票（大卒用）
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労働関係法令違反の求人者に対する対応について 

 

 

 
 公共職業安定所において、労働関係法令違反の求人者からの求人申込みを、受理しないことも考えられるがどうか。 

 
 
○ 不受理とする対象としては、若者が就業を継続していく上で問題を抱えることとなる以下のような労働関係法令
違反が考えられるか。 

 労働基準関係法令 ： 若者の心身の健康や定着に直結する違反 （労働時間、賃金関係）を繰り返す場合  
※ 違反を繰り返すことを必須とするか。 

 雇用均等関係法令 ： 若者の定着及び円滑なキャリア形成に大きな影響を及ぼす違反（セクシュアルハラ
スメント、育児休業等関係）として公表等された場合 

 
   
○ 以下のような場合に、受理を可能とすることが考えられるか。 

  法違反の是正が確認された場合 
  再び同じ法違反を繰り返していないことの確認に必要な一定期間が経過した後 
 

 

考えられる対応 

この場合の考え方について 
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若者応援企業宣言事業の基準等について 

若者応援宣言企業 

適用単位 事業所単位 

若者向け求人の申し込み 必須 

過去３年間における若者採用実績 問わない 

社内教育制度 
（制度の有無に関わらず） 

開示のみ 

新規学卒者等の定着状況 開示のみ 

有給休暇の年間平均取得日数又は取得率 開示のみ 

育児休業取得状況 開示のみ 

所定外労働時間の実績 
又は週労働時間の実績 

開示のみ 

重大な労働関係法令違反 行っていないこと 

事業主都合による解雇・退職勧奨 行っていないこと 

新規学卒者の採用内定取消 行っていないこと 

助成金の不支給措置 受けていないこと 

〈参考〉 ３年以内の新規学卒者の離職率 
 大卒：32.4％（規模計） 
 22.8％（1,000人以上），32.1％（100～499人），39.6％（30～99人），  
 51.4％（５～29人），60.4％（５人未満） 
 高卒：39.6％（規模計） 
 20.0％（1,000人以上），36.8％（100～499人），47.2％（30～99人）， 
 58.2％（５～29人），67.6％（５人未満） 

厚生労働省調査（H26） 

〈参考〉 有給休暇の年間平均取得日数・取得率 
 平均取得日数：9.0日（規模計） 
  10.8日（1,000人以上） ，8.1日（100～299人），7.4日（30～99人） 
 取得率：48.8％（規模計） 
   55.6％（1,000人以上），44.9％（100～299人），42.2％（30～99人） 

厚生労働省「H26就労条件総合調査」 

 仕事と生活の調和推進のための行動指針 数値目標 
  取得率：2020年に70％ 

〈参考〉 育児休業取得率 
 女性：83.0％（規模計） 
 男性：2.03％（規模計）          厚生労働省「H25雇用均等基本調査」 

 仕事と生活の調和推進のための行動指針 数値目標 
  男性の育児休業取得率：2020年に13％ 

〈参考〉 所定外労働時間 
 １週の法定時間外労働の平均実績（最長の者）：５時間５２分（規模計）  
８時間４０分（大企業）、４時間５８分（中小企業）  

                 厚生労働省「H25度労働時間等総合実態調査」 

 週労働時間：39.5時間（規模計） 
 週労働時間が60時間以上の者の割合：8.8％（規模計） 

総務省「H25労働力調査」 

 仕事と生活の調和推進のための行動指針 数値目標 
  週労働時間が60時間以上の者の割合：2020年に５％ 
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１ 雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと。  
 
２  行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること。  
 
３  策定した行動計画を実施し、それに定めた目標を達成したこと。  

 
４ 平成２１年4月１日以降に新たに策定・変更した行動計画について、公表及び従業員への 
  周知を適切に行っていること。  
 
５  計画期間において、男性労働者のうち育児休業等をしたものが1人以上いること。  
  【常時雇用する労働者の数が３００人以下の一般事業主】  
   ただし、当該計画期間においてその雇用する男性労働者のうち育児休業等をしたものがい 
   ない中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が３００人以下のものをい 
   う。）にあっては、次のいずれかに該当すれば足りること。  
     ①  計画期間において、子の看護休暇を取得した男性労働者がいること（ただし、１歳 
      に満たない子のために利用した場合を除く。）。  
     ②  計画期間において、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者に対す   
      る所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がいること。  
     ③  当該計画の開始３年以内の期間において、その雇用する男性労働者のうち育児休 
      業等したものが１人以上いれば足りること。  
 
６  計画期間内の女性労働者の育児休業等取得率が70％以上であること。  
  【常時雇用する労働者の数が３００人以下の一般事業主】  
   ただし、当該計画期間において、育児休業取得率が７０％未満である中小事業主にあって 
  は、当該計画の開始前３年以内の日であって当該中小企業が定める日から計画期間の末日 
  までの期間を計画期間とみなした場合における育児休業取得率が７０％以上であれば足りる 
  こと。  

 
７ ３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者について、「育児休業に関す 
  る制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等 
  の措置に準ずる制度」※を講じていること。  
     ※１ 「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮 
       措置又は始業時刻変更等の措置」とは、育児・介護休業法第２４条第１項第３号によ 
       り事業主が必要な措置を講ずるよう努めなければならないとされている措置をいいま  
       す。なお、これらの措置は計画期間終了時までに措置されていればよく、措置が講じ 
       られた時期は問いません。  
     ※２ 「始業時刻変更等の措置」とは、以下のような措置をいいます。  
         ・フレックスタイム制度  
         ・始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ  
         ・事業所内保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与  
 
８  次の①～③のいずれかを実施していること。  
       ①  所定外労働の削減のための措置  
       ②  年次有給休暇の取得の促進のための措置  
       ③  その他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置  
 
９  法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。  

認定基準 

＜別紙＞ くるみんマークの認定基準 
        （※現行基準） 
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